　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

和泉市訓令

都市デザイン部建築・開発指導室
和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱施行細則を次のように定める。

　　令和　２年　３月　３０日

和泉市長　辻　　宏康　

　　　和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱施行細則
（趣旨）

第１条　この細則は、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱（令和２年制定。以下「要綱」という。）第２０条の規定に基づき、補助金の交付について必要な事項を定めるものとする。

２　この細則における用語の意義は、要綱の例による。

（事前協議時の必要書類）

第２条　要綱第６条に規定する協議をしようとする者は、事前協議書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請するものとする。

（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第４項に規定する確認済証又は建築年度が確認できるもの（同法第１２条第８項に規定する台帳に、同法第６条第１項に規定する建築主事の確認を受けていることが記載されている場合を除く。）

（２）付近見取り図
（３）現況図又は現況写真（補助対象建築物が店舗その他これに類するものの用途を兼ねる場合にあっては現況図に限る。）
（４）耐震診断報告書及び耐震診断技術者であることを証する書類又は簡易耐震診断報告書
（５）その他市長が必要と認める書類

（補助金交付申請時の必要書類）

第３条　要綱第７条に規定する補助金の交付申請は耐震除却補助金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）耐震除却工事見積明細書（耐震除却工事とその他の部分を分けたもの）

（２）耐震除却工事工程表

（３）補助対象建築物の全部事項証明書（補助対象建築物が登記されていない場合は所有権を有する者が確認できる書類又はこれの写し）
（４）要綱第３条第３号に掲げる建築物であることが確認できる書類
（５）補助対象者の所得証明書（補助金の交付決定に係る会計年度の前年度のもの）
（６）補助対象者の市税納税証明書
（７）要綱第４条第２項に掲げる場合は、利害関係者の承諾に関する報告書（様式第３号）又は紛争に関する誓約書（同項ただし書きの規定によるものに限る。）（様式第４号）
（８）その他市長が必要と認める書類
２　前項第３号から第６号に掲げる書類で本人の同意があり、かつ、公簿等で確認できるものについては省略することができる。
３　補助対象建築物（長屋にあっては区分所有建築物に限る。）の所有権を有するものが相続により所有権を取得し、所有者またはその親族の住所が当該建築物の所在地と同一生活圏内である場合、当該事象を証する図書をもって第１項第４号の書類とみなす。
（決定及び交付しない旨の通知）

第４条　要綱第８条第２項に規定する補助金の交付決定の通知は、耐震除却補助金交付決定通知書（様式第５号）により行うものとする。

２　要綱第８条第３項に規定する補助金を交付しない旨の通知は、耐震除却補助金を交付しない旨の通知書（様式第６号）により行うものとする。

（着手届等の提出）

第５条　要綱第９条第２項に規定する届出は、耐震除却工事着手届（様式第７号）により行うものとする。
２　要綱第９条第３項に規定する届出は、期日までに着手できない旨の届（様式第７号の２）により行うものとする。

（代理受領に係る委任状の提出）

第６条　要綱第１４条第１項に規定する代理受領を委任する場合は、耐震除却補助金の代理受領に係る委任状（様式第８号）を速やかに提出するものとする。

（工事の変更及び中止の手続）

第７条　要綱第１０条第１項に規定する変更の承認申請は、耐震除却計画変更承認申請書兼耐震除却補助金交付変更申請書（様式第９号）に市長が必要と認める書類を添えて行うものとする。

２　市長は、要綱第１０条第２項の規定による承認をしたときは、耐震除却計画変更承認通知書兼耐震除却補助金交付変更決定通知書（様式第１０号）により補助申請者に通知するものとする。

３　要綱第１０条第３項に規定する耐震除却工事の中止の届出は、耐震除却工事中止届（様式第１１号）により行うものとする。

（完了報告時の必要書類）

第８条　要綱第１１条第１項に規定する報告は、耐震除却工事完了報告書（様式第１２号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）除却工事写真

（２）耐震除却工事費用に係る請求書の写し

（３）耐震除却工事費用に係る明細書の写し（耐震除却工事とその他の部分を分けたもの）

（４）その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第９条　要綱第１２条に規定する補助金の額の確定の通知は、耐震除却補助金交付額確定通知書（様式第１３号）により行うものとする。

（補助金請求時の必要書類）

第１０条　要綱第１３条に規定する補助金の請求に当たっては、耐震除却補助金交付請求書（様式第１４号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）耐震除却工事費用の支払に係る領収書の写し

（２）口座振込依頼書

２　要綱第１４条第１項に規定する代理受領を委任する場合においては、前項第１号の「耐震除却工事費用の支払に係る領収書」とあるのは「耐震除却工事費用から要綱第１２条の規定により確定した補助金の額を差し引いた額の領収書」と読み替えるものとする。
（補助金の交付の取消し）

第１１条　市長は、要綱第１６条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、耐震除却補助金交付決定取消通知書（様式第１５号）により補助申請者にその理由を付して、その旨を通知するものとする。

（補助金の返還）

第１２条　要綱第１７条の規定による補助金の返還命令は、耐震除却補助金返還命令書（様式第１６号）により行うものとする。

　　　　附　則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

　　　附　則

この訓令は、令和２年８月１８日から施行する。

　　　附　則（令和３年３月３０日令達）

　　（施行期日）

１　この訓令は、令和３年４月１日から施行する。

　　（経過措置）

２　この訓令の施行の際この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により提出された書類は、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。

３　この訓令の施行の際現にある旧様式による書類については、当分の間所要の調整をして使用することができる。
　附　則（令和５年４月１８日令達）

この訓令は、令和５年４月１８日から施行する。

様式第１号（第２条関係）

事前協議書
	申請者
	住所
	〒

	
	氏名
	印
	電話
	

	建築物の概要
	建物名称
	

	
	所在地

（地名地番）
	

	
	所有区分
	・単独所有（申請者本人）
	・区分所有

	
	
	・共有者　　有・無
	・占有者　有・無

	
	建築物の用途・構造等
	用途
	
	階数
	地上   階・地下   階

	
	
	構造
	　　　　　　　造一部

	
	建築年又は確認年月日
	年　　月　　築・確認済証交付

	
	経過
	増築
	有（　　年頃）・無
	改築
	有（　　年頃）・無

	
	居住期間
	　　　年　　月～　　　年　　月
	居住者
	続柄（　　）

	
	耐震診断結果
	□耐震診断（　　　　　　点）　□簡易耐震診断（　　　　　　点）

	工事着手予定日
	

	添付図書
	□確認済証の写し

	
	□付近見取り図　　

	
	□現況図（配置図・平面図・立面図）　□現況写真

	
	□耐震診断報告書　　□耐震診断技術者証明書

	
	□簡易耐震診断報告書

	
	□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事前協議の申請にあたり、補助対象建築物について課税台帳等で調査されることに同意します。

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	※受付日
	　　    年    月    日
	※担当者氏名
	

	※備考
	


様式第２号（第３条関係）

耐震除却補助金交付申請書

　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

申　請　者　　住　所

（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

下記のとおり、和泉市木造住宅耐震除却補助金の交付を受けたいので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第７条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。

記
	工事施工者
	住所
	〒

	
	会社等名称及び所属
	

	
	氏名
	
	電話
	

	建築物の概要
	建物名称
	

	
	所在地

（地名地番）
	

	
	所有区分
	・単独所有（申請者本人・その他）
	・区分所有

	
	
	・共有者　　有・無
	・占有者　有・無

	
	建築物の用途・構造等
	用途
	
	階数
	地上   階・地下   階

	
	
	構造
	　　　　　　　造一部

	
	建築年又は確認年月日
	年　　月　　築・確認済証交付

	
	経過
	増築
	有（　　年頃）・無
	改築
	有（　　年頃）・無

	
	居住期間
	　　　年　　月～　　　年　　日
	居住者
	続柄（　　）

	
	耐震診断結果
	□耐震診断（　　　　　　点）　□簡易耐震診断（　　　　　　点）

	除却工事予定金額
	
	工事着手予定日
	

	建物登記
	有　・　無
	受　　付
	

	補助金の代理受領
	希望する・希望しない
	
	

	添付図書
	
	

	□耐震除却工事見積明細書　　　　　　□市税納税証明書
	
	

	□工事工程表　　　　　　　　　　　　□利害関係者の承諾に関する報告書
	
	

	□建物の全部事項証明書　　　　　　　□紛争に関する誓約書
	
	

	□自己所有建築物等であることが確認できる図書　　
	
	

	□前年度の所得証明書　　　　　　　　□その他（（（（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	□補助の申請にあたり、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又は和泉市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	□補助金の申請にあたり私の住民基本台帳での調査、所得及び市税の納付状況の課税台帳等での調査及び建築物を課税台帳等、並びにその他の所有について名寄帳で調査されることに同意します。　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


様式第３号（第３条関係）

利害関係者の承諾に関する報告書
　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

和泉市木造住宅耐震除却補助金の交付申請にあたり、下記建築物を除却することについて、当該建築物の他の所有者及び所有権以外の権利を有する者から承諾を得ていることを報告します。
記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市
以上

様式第４号（第３条関係）

紛争に関する誓約書
　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

和泉市木造住宅耐震除却補助金の交付申請にあたり、下記建築物の除却工事に伴い当該建築物の利害関係者との間において紛争等が生じた場合、自己の責任において全て解決し、市に対して一切の損害を与えないことを誓約します。
記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市
３．誓約書を提出する理由
以上

様式第５号（第４条関係）

耐震除却補助金交付決定通知書

第　　　　　号

年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印

　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった下記建築物の補助金について、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記

１．耐震除却費の補助を受ける建築物

名　称

所在地


２．補助金交付予定額　　　　　金　　　　　　　　　　円

３．補助の条件

　（１）この通知を受け取った日から３０日以内に耐震除却工事に着手し、着手したときは直ちに耐震除却工事着手届（様式第７号）により届け出ること。

　（２）申請内容を変更しようとするときは、耐震除却計画変更承認申請書兼耐震除却補助金交付変更申請書（様式第９号）により、市長の承認を受けること。又、耐震除却工事を中止しようとするときは、耐震除却工事中止届（様式第１１号）により届け出ること。

　（３）補助金交付額は、耐震除却費の確定により変更する場合がある。

　（４）次のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。

　　　ア　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき又は受けようとしたとき。

　　　イ　補助金を交付目的以外に使用したとき。

　　　ウ　補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。

　　　エ　和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき。

以上
様式第６号（第４条関係）

耐震除却補助金を交付しない旨の通知書

第　　　　　号

年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印

　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった下記建築物の補助金については、次の理由により交付しないことの決定をしたので通知します。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地

３．理　由

以上

 様式第７号（第５条関係）

耐震除却工事着手届

　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）


　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で　　　　　　　　のあった下記建築物の耐震除却工事を着手しましたので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第９条第２項の規定により届け出ます。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市

３．工事着手日

　　年　　月　　日

４．工事完了予定年月日

　　年　　月　　日

以上

様式第７号の２（第５条関係）

期日までに着手できない旨の届
　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

下記建築物について耐震除却工事の着手日を延期しますので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第９条第３項の規定により届け出ます。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市

３．理由

４．工事着手予定日　　　　　　年　　月　　日

５．工事完了予定日　　　　　　年　　月　　日

以上

様式第８号（第６条関係）

耐震除却補助金の代理受領に係る委任状
　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて


私は、　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で　　　　　　　　した補助金にかかる受領について、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第１４条第１項の規定により、下記のとおり委任します。

記

委任者（申請者）

　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　上記の権限の委任を受ける事に同意します。

受任者（代理受領事業者）

　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
以上

様式第９号（第７条関係）

耐震除却計画変更承認申請書

兼

耐震除却補助金交付変更申請書

　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）


　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で　　　　　　　　を受けた下記建築物について計画を変更したいので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第１０条第１項の規定により申請します。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市

３．変更の内容

４．変更理由

以上

様式第１０号（第７条関係）

耐震除却計画変更承認通知書

兼

耐震除却補助金交付変更決定通知書

第　　　　　号

年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印


　　　年　　月　　日付けで　　　　　　申請のあった耐震除却計画の変更について、下記のとおり承認しましたので通知します。

記

１．耐震除却費の補助を受ける建築物

名　称

所在地

２．補助金交付予定額（変更後）　　　　　金　　　　　　　　　　円

以上

様式第１１号（第７条関係）

耐震除却工事中止届

平成　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）


　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で　　　　　　　　を受けた下記建築物について耐震除却工事を中止しますので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第１０条第３項の規定により届け出ます。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地（地名地番）　　和泉市

３．中止の理由

以上

様式第１２号（第８条関係）

耐震除却工事完了報告書

　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

耐震除却工事が完了しましたので、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第１１条の規定により別紙のとおり関係書類を添えて報告します。

様式第１３号（第９条関係）

耐震除却補助金交付額確定通知書

第　　　　　号

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印


　　　　年　　月　日付け　　　　第　　　　　号で　　　　　　　　した和泉市木造住宅耐震除却補助金について、次のとおり確定したので通知します。

記

１．交付確定額　　　　金　　　　　　円

２．耐震除却費の補助を受ける建築物

　　

　　名　称　　　　　　　

　　　所在地　　　　　

以上

様式第１４号（第１０条関係）

耐震除却補助金交付請求書

　　年　　月　　日

和　泉　市　長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申　請　者　　住　所


（所有者）　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（電話：　　　　　　　　　　　　　　　）

　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で交付額の確定のあった標記補助金について、和泉市木造住宅耐震除却補助金交付要綱第１３条の規定により下記のとおり請求します。

記

請求金額　　　　金　　　　　　　　円

以上

様式第１５号（第１１条関係）

耐震除却補助金交付決定取消通知書

第　　　　　号

年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印


　　　年　　月　　日付け　　　第　　号で　　　　　　　　した下記建築物の補助金について、下記の理由により取消したので通知します。

記

１．建築物の名称

２．建築物の所在地

　　

　　

３．取消理由

以上

様式第１６号（第１２条関係）

耐震除却補助金返還命令書

第　　　　　号

年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　和　泉　市　長　　印

　　　年　　月　　日付け　　　第　　号で交付した和泉市木造住宅耐震除却補助金について、次のとおり返還することを命ずる。

記

	返還すべき金額
	金　　　　　　　　　　円

	返還期限
	年　　月　　日まで

	返還方法
	別紙返納通知書による


	補助年度
	　　年度
	通　知　日
	年　　月　　日

	補助金の
名称又は
補助事業名
	
	番　　　号
	第　　　　　号

	
	
	補　助　金

交付決定額
	金　　　　　　　　　　円

	補助金の
既交付額
	年　　月　　日　交付　金　　　　　　　　　　円

	命令理由
	


以上

受付番号   №         
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変更承認
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